
平成 27 年度事業計画書 

Ⅰ．事業期間 

  平成 27年 4月 1日～平成 28 年 3 月 31 日 

 

Ⅱ．事業の目的 

  1．住民と共にコミュニケ―ションを図り、放射線・原子力の問題について正しい情報

を伝達 

し、住民に安心感を与える。 

  2．放射線施設で働く人達の安全を護り、周辺住民に安心を与える放射線管理員に教

育・指導等を行い、専門家としてプライドを持たせるために認証を与える。 

   

Ⅲ．事業概要 

    1．特定非営利活動事業 

     １．１ 社会教育の推進を図る活動 

       (1) ホ―ムペ―ジによる広報活動 

          http://www.anshin‐kagaku.com 

         ホームページによる広報活動をより積極的に行う。 

昨年度の実績報告で述べた通り、原発関連論文掲載による情報公開を主眼に置

いて電子図書館を目指す。 

 (2) 会員に対する資料の配布 

     NPO の趣旨に関連する資料を随時配布 

     (3) 講演会 

        NPO に関連した各種講演会・勉強会の開催 

        H27.05.22 と H28.03 に計画 

     (4) 原子力・RI放射線管理責任者の防災教育 

      上記Ⅱ．事業の目的 2項に示した放射線管理員に教育・指導等を防災教育まで拡

大して、 

実施する。 

(5) e-ﾗｰﾆﾝｸﾞ通信教育による国家試験等受験準備講習の開催 

X 線作業主任者受験準備講習等を準備・推進したい。 

(6) 外部研究助成への公募 

      昨年度 NPO の趣旨に合致した 1 件の外部研究助成を実施した。今年度は複数件

の実施 

を目指したい。 

 (7) 保物セミナ―2015 の共催 



     NPO の共催事業として推進する。計画の概要を示した。 

          開催時期：Ｈ27.12 頃 

          計画参加者数：80 名 

          開催場所：大阪科学技術センター 

   

  １．２ 地域安全活動 

     (1) メールマガジンによる広報 

       ・NPO 会員および関係者、団体に対して随時Ｅメ―ルによる情報の発信を行う。 

   (2) 交流会・懇談会 

     交流会・懇談会を随時開催する。 

   (3) 委託研究の受託 

 

１．３ 国際協力の活動 

  (1) 台湾・中国との交流活動 

 

１．４ 他の団体と運営又は活動に関する連絡、助言又は援助活動 

  (1) 他団体と協賛・協力して市民活動を行う。 

      (2) 他 NPO 諸団体と連絡・調整を行う。 

 

２．収益事業 

  なし 

 

 


